
貸　借　対　照　表
（２０１７年３月３１日現在）

ﾀｷﾛﾝKCﾎｰﾑｲﾝﾌﾟﾙｰﾌﾞﾒﾝﾄ株式会社
第１０期 (単位：円)

科   　　     目 　金      額 科   　　     目 　金      額

資産の部 負債の部

流動資産 ［ 1,916,335,969 ］流動負債 ［ 1,226,481,921 ］

現 金 及 び 預 金 35,986,027 支 払 手 形 0

受 取 手 形 128,427,593 買 掛 金 1,120,052,466

売 掛 金 787,170,972 短 期 借 入 金 0

製 品 及 び 商 品 94,979,555 短 期 リ ー ス 債 務 0

前 払 費 用 2,732,347 長期借入金(1年以内返済) 0

未 収 入 金 3,522,029 未 払 金 43,870,156

繰 延 税 金 資 産 ( 流 ) 13,635,800 未 払 消 費 税 10,514,900

預 け 金 856,630,327 未 払 法 人 税 等 10,170,800

そ の 他 の 流 動 資 産 2,108,319 未 払 費 用 26,249,551

貸 倒 引 当 金 ( 流 ) -8,857,000 前 受 金 0

預 り 金 448,048

賞 与 引 当 金 12,671,000

固定資産 ［ 25,526,605 ］役 員 賞 与 引 当 金 2,505,000

有形固定資産 （ 4,413,930 ）固定負債 ［ 38,501,643 ］

建 物 1,191,134 長 期 借 入 金 0

構 築 物 0 リ ー ス 債 務 0

機 械 及 び 装 置 0 退 職 給 付 引 当 金 29,505,256

車 両 及 び 運 搬 具 0 役 員 退 職 引 当 金 0

工 具 ･ 器 具 及 び 備 品 3,222,796 そ の 他 固 定 負 債 8,996,387

土 地 0 負 債 合 計 1,264,983,564

建 設 仮 勘 定 0 純資産の部

リ ー ス 資 産 0 株主資本 ［ 673,964,022 ］

無形固定資産 （ 901,184 ） 資　本　金 （ 70,000,000 ）

ソ フ ト ウ ェ ア 390,364  資本剰余金 （ 23,000,000 ）
そ の 他 無 形 固 定 資 産 510,820 資 本 準 備 金 23,000,000

投   資   等 （ 20,211,491 ）

投 資 有 価 証 券 10,468,505  利益剰余金 （ 580,964,022 ）

長 期 貸 付 金 0 利 益 準 備 金 600,000

差 入 保 証 金 407,500 そ の 他 利 益 剰 余 金 580,364,022

長 期 前 払 費 用 668,686 任 意 積 立 金 60,000,000

固 定 化 営 業 債 権 0 繰 越 利 益 剰 余 金 520,364,022

そ の 他 の 投 資 0 評価・差額金等 ［ 2,914,988 ］

繰 延 税 金 資 産 ( 固 ) 8,666,800 そ の 他 有 価 証 券評 価差 額金 2,914,988

貸 倒 引 当 金 ( 固 ) 0 純 資 産 合 計 676,879,010

資  産  合  計 1,941,862,574 負債・純資産合計 1,941,862,574

(注)当期純利益　27,490,148



                                                            

重要な会計方針 

 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 
 時価のあるもの 

･････ 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

２．たな卸資産の評価方法 
商品 ･････ 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法） 
３．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を
除く） 

･････ 定率法 
但し、以下条件のいずれかに該当するものは定額法 
(1)平成 10年４月１日以降取得した建物(建物付属設備を除く) 
(2)平成 28年４月１日以降取得した建物付属設備及び構築物 

無形固定資産（リース資産を
除く） 

･････ 定額法 
但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法 

リース資産 ･････ 所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産について
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する 

４．引当金の計上の方法 
貸  倒  引 当 金 ･････ 売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては税法上の法定繰入率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し､回収不能見込額を計
上しております。 

賞   与  引 当 金 ･････ 従業員の賞与の支給に充てるため、次期賞与支給見込額の当期
間対応額を計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金 ･････ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
および年金資産の見込額に基づき、当期末に発生していると認
められる額を計上しております。 

役員賞与引当金 ･････ 役員に対する賞与に充てるため、当事業年度における支給見込
額に基づき計上しております。 

５．消費税等の処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

株主資本等変動計算書の注記 

 当事業年度末の発行済株式の種類及び総数      普通株式 912株 
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